様式13
法人の概要及び現在実施している事業の概要

（※児童福祉法第35条第４項に定める保育所以外を運営している場合は、様式にある「保育」・「保育所」等を適宜読み替えて作成してください。）
	法 人 概 要
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	代表者氏名
	

	
	連絡先
	

	
	設立（予定）
年月日
	昭和・平成・令和　　年　　月　　日

	既設保育所等
の実績
	運営保育所数
	定員　　人　　箇所　　　定員　　人　　箇所
定員　　人　　箇所　　　定員　　人　　箇所

	
	運営期間（最長）
	年　　　ヶ月

	既設保育所等
の実績
（保育所等を複数運営している場合は、本町に距離的に最も近い施設のもの。）
	施設名
	

	
	所在地
	

	
	設置認可年月日
	昭和・平成・令和　　年　　月　　日

	
	定　員
	名（令和３年４月１日現在）

	
	入所児童数
	名（令和３年４月１日現在）

	
	民改費
（保育所を運営している場合のみ記入）
	％（令和２年度）

	
	職　　員
	施設長
	氏　名
	
	経験年数
	

	
	
	主　任
保育士
	氏　名
	
	経験年数
	

	
	
	保育士数
	

	
	
	その他
	名（　職　　名　）　　　名（　　　　　　）
名（　　　　　　）　　　名（　　　　　　）
名（　　　　　　）　　　名（　　　　　　）

	
	教育・保育の基本理念
	

	









既設保育所等
の実績
（保育所等を複数運営している場合は、本町に距離的に最も近い施設のもの。）
	教育・保育方針
	

	
	特徴的な
教育・保育内容
	

	
	職員研修
	

	
	苦情処理体制
	

	
	第三者評価制度の受審状況
	

	
	その他
（自由記載）
	

	欠格事項の有無
	法令に基づく改善の命令、事業停止、又は業務停止等の処分の有無
（過去１年間）：





（添付書類）
①法人の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
②法人の定款
③法人の意思決定機関の応募についての議決が確認できる書類（理事会の議事録等）
④法人全体の令和２年度決算書類（損益計算書・貸借対照表・資金収支計算書・法人残高証明書等）
⑤法人の国税及び地方税の納税証明書
⑥法人の施設運営の考え方、取り組み、実績等がわかる資料
　　（既設保育所等の案内図、配置図、平面図、現況写真、令和２年度収支決算書、
過去１年間の監査結果の写し）
　※法人設立予定の場合は県との協議内容を確認できる資料
